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2013 年 1 月 25 日 

各 位 

                    会 社 名 蝶 理 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長  山﨑 修二 

          （コード番号 8014 東証・大証 各第１部） 

問合せ先 人事総務部長 白神 聡 

電    話  03-3665-2031 

 

 

ピイ・ティ・アイ・ジャパン株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2013 年１月 25 日開催の取締役会において、ピイ・ティ・アイ・ジャパン株式会社（以下「PTI」）

の株式を全株（議決権ベース）取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせ

いたします。 

 

１．株式の取得の理由 

PTI は、1859 年創業の業歴 150 余年を有する化学品専門商社で、エポキシ関連商材を中心とし

た各種の特殊化学品を幅広い業界に展開しております。海外の有力メーカーとの緊密な関係を基

に、その商材を輸入し国内ユーザーに販売しております。単なる販売のみならず、多様な特長を

持つ商材をユーザーのニーズに対応して研究・開発し、技術処方を併せて提供しており、ニッチ

な市場ではありますが、業界で確固たる地位を築いております。また、エポキシ関連商材を中心

とした化成品事業に加え、建材、工業品、聴覚部品、プロセス機器等の各事業を展開しておりま

す。 

  当社においても有機化学品関連商材を取扱っておりますが、PTIの開発力を活用した商材の展開

が深耕できること、また、PTI の販売先に対して当社の幅広い商材が提案できることでシナジー効

果が生じるものと考えております。 

加えて、PTI の収益性が認められ業績は安定していることから、その子会社化は「躍進 2013」

の基本戦略である「連結グローバル経営」の施策「連単倍率の拡大」に寄与するものであります。 

 

 

２．取得事業の概要（PTIの概要） 

（１） 名 称 ピイ・ティ・アイ・ジャパン株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区有楽町１丁目 10番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 P.C.M.トンプソン 

（４） 事 業 内 容 化学品専門商社 

（５） 資 本 金 499百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1974年 12月 

（７） 大株主及び持株比率 現取締役４名で発行済み株式（自己株式を除く）100％所有。 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係、人的関係、取引関

係はありません。 
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（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2010年 3 月期 2011年 3 月期 2012年 3 月期 

 売 上 高 3,040 百万円 3,285 百万円 3,159 百万円 

 営 業 利 益 102百万円 153百万円 173百万円 

 経 常 利 益 26 百万円 99 百万円 187百万円 

 当 期 純 利 益 12 百万円 50 百万円 107百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 12.45 円 50.48 円 107.10円 

 純 資 産 476百万円 526百万円 625百万円 

 総 資 産 1,464 百万円 1,592 百万円 1,712 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 476円 526円 625円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 15 円 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 現取締役４名：個人 

（２） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人（その近親者、当該個人及びその近親者が過半数所有し

ている会社等並びにその子会社を含む。）との間には、記載すべき資本

関係・人的関係・取引関係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社と当該個人並びに当該個人の関係者及び関係会社の間には、特筆す

べき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

 

４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 －株（議決権の数：－個、議決権所有割合：－％） 

（２） 取 得 株 式 数 894,803株（議決権の数：894,803個） 

（３） 異動後の所有株式数 894,803株（議決権の数：894,803個、議決権所有割合：100％） 

自己株式…104,976 株 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 2013年１月 25日 

（２） 株 券 引 渡 期 日 

（クロージング） 
2013年２月 14日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件により PTI が当社の連結子会社となる見込みですが、本件が当社の当期（2013 年３月期）

連結業績へ与える影響は軽微であります。 

以 上

 


